
1ｓ３０年代のアメリカ鉄道業をめぐって

－鉄道料金規制との関連で－

高浦忠彦

Ｉ．はじめに

発表者の問題関心は，資本利益率（利益／資本。１００の資本を投下してどれだ

けの利益を得られるかを示す－例えば，資本利益率20％の場合，１００の資本を

投下して２０の利益を得られる事を示す－）に関する歴史研究にあり，アメリ

カ製造企業を対象にしたこれまでの研究成果を，著書(1)として纏めてきた。そ

の過程で，鉄道企業における料金規制との関連で，レート・ベースに適用される

資本利益率について注目する必要'性に気付き，連邦最高裁判所の裁判記録を分析

して，1870年代以降の鉄道企業における料金規制での資本利益率の適用一図

１を参照のこと－を検討してきた(2)。さらに裁判記録以外の資料でこれ以前の

時期を分析するために，明治大学図書館所蔵の，アメリカ鉄道企業のアニュアル・

リポートを検討した。ここに発表する内容は，この作業から得られた結果である。

Ｈトーマス・ジョンソン（HThomasJohnson）氏は，「企業は1900年よりずっ

と以前に業績評価のために純利益［概念］を使用したけれども，企業はその利益

を，もしあったとしても業務の原価と関連させて評価したのであって，企業の総

資産と関連させて把握したのではなかった(3)｡」と指摘し，資本利益率の分母を，

総資産（＝総資本）に一義的に限定し，資本利益率の分母に，総資産，自己資本，

長期資本一各概念については図２を参照一の３つが存在している点を無視し

た上で，業績評価の尺度としての総資本（＝総資産）利益率の存在を，否定して

いるのである（利益／業務原価については，仮定の話であり，業績評価基準とし

ては除外できるので，無視して良いであろう)。しかし，自己資本の主要部分を

成す資本金を分母とする資本金利益率の計算が，1830年代頃から存在しており

(表１参照)，1833年のアメリカ製造業の実態調査マクレイン報告書(4)で自己資

本利益率をめぐる質疑応答が為されているのである(5)。

本稿では，1830年代のアメリカ鉄道企業を，出来るだけ具体的に探り，その

料金規制に際して，後のレート・ベース方式にかなり近い形の，固定資産利益率

を規制する，最高利益の規制が既に見られることを指摘している。
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表１．ニュー・イングランド綿業企業における資本金利益率計算
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Ⅱアメリカ鉄道業の概要と分析の前提条件

くアメリカ鉄道業の概要〉

「西部への拡大の開始は，恐らくニュー・イングランドの場合を除くと，１８１５

年から，1850年代に掛けて，産業界の革新の主たるきっかけとなった。鉄道の

建設は，1850年代から1870年代に掛けての主役を演じた。又全国市場及び地方

市場の発展は，1880年代から1900年を越えるところまで，電力と内燃機関の出

現は，1900年代初頭から２０年代に掛けての主役であった。そして最後に，研究

開発のシステム化と制度化の発展は，1920年代以来，今日までの主役となって

いる(6)｡」とアルフレッド．、チャンドラー，Ｊｒ.（AlfredDChandler,Ｊｒ.）氏

が簡潔に要約しているように，1850年代以降が，アメリカの鉄道時代であり，

本稿の対象とする1830年代は，未だ運河時代にあった。表２に見るように，

1840年時点で，鉄道の営業マイル数が，ようやく運河のそれに拮抗するに至り，

更に，経済性で運河を凌ぐのは1850年代（エリー運河の場合は，座を譲るのは

1880年代）である。カリフォルニアのゴールド・ラッシュの翌年，1849年に，

合衆国において250マイル以上を運営する会社は皆無であり，ほんの少数が100

マイル以上の路線を運営していた。それが1855年までには少なくとも１６社が

200マイル以上の路線を運営し，４大幹線（エリー鉄道，ポルティモア・オハイ

オ鉄道，ペンシルヴェニア鉄道，及びニューヨーク・セントラル鉄道）が，５年

前の最大輸送量の２倍以上を輸送していた。同時に，1850年には１，０００万ドルの

資本金を有する鉄道企業は２社に過ぎなかったが，1859年までには少なくとも

10社がその規模を越え，５社は合計で2,000万ドルの有価証券を発行していた(7)。

1862年には，パシフィック鉄道法(8)が連邦議会によって制定され，ユニオン・

パシフィック鉄道（theUnionPacificRailroadCo.）が設立され，６９年５月に，

ユタ州プロモントリー・ポイントでセントラル・パシフィック鉄道（カリフォル

ニア州の株式会社）と接合し，初の大陸横断鉄道となっている（大陸横断鉄道に

はこの他，1881年完成のサザン・パシフィック鉄道，1883年完成のノーザン・

パシフィック鉄道，1893年完成のグレート・ノーザン鉄道がある)。

1870年代は，グレンジャー立法の時代であり，1871年に鉄道の乗客と貨物の
エレヴェーター

運賃に最高限度を規定し，穀物倉庫業者や倉庫業者を規制し得る命令権限を有す

る委員会（鉄道・倉庫委員会）を設置したイリノイ州を嗜矢に，1839年にロ－

－７－



表２．１０年ごとの鉄道と運河のマイル数(1830～1860年）
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ド・アイランド州から始まったニュー・イングランド諸州の「勧告・助言」型の

州委員会とは別種の，命令権限を有する「強力」型の州委員会が設置され，運賃

規制を断行していった。このイリノイ州の立法は1877年３月の連邦最高裁判所

の判決，マン対イリノイ州事件（Munnvlllinois,９４Ｕ､Ｓ113,1877年）で合

憲と判断され，同年同月に，ミネソタ，ウィスコンシン，及びアイオワの各州の

立法によって規制された鉄道料金の有効性が判決された(9)。1876～７７年は，鉄

道の運賃競争のクライマックスで，例えば，ボストン～シカゴ間の旅客運賃が半

減されている('0)。料金規制と相俟って，７０年代の長期不況と激しい運賃競争に

より，鉄道企業の業績は急激に悪化し，７０年代の終りには，各州は法律を廃止

するに至っている。又，運賃競争への対策として鉄道企業同士のﾌﾟール（カルテ

ル）が画策されている（アルパート・フィンク［AlbertFink］による1875年

の南部鉄道蒸気船協会が有名)。

1880～90年代は，Ｊ・Ｐ・モルガン（ＪＲＭorgan）主導の鉄道の再建（Ｒｅ‐

Morganization）の時代であり，又，州際交通を規制する州際商業法が1887年
に制定されている。

1890～95年には，鉄道マイル数の兇を有する会社が倒産している。特に１８９３

年恐慌下では，ユニオン・パシフィック鉄道，アチソン・トペカ・サンタフェ鉄

道等の大陸横断鉄道も倒産の憂き目を見ている。

1908年には，フォード社の自動車．Ｔ型車が発表され，持株会社General

MotorsCompany（1915年に現業会社GeneralMotorsCorporationに改組）

も設立され，両社相俟って，1920年代のモータリゼーションを先導して行くの

である。

表３に見るように，鉄道営業マイル数は1930年に頂点を迎えるのである。

〈分析の前提条件〉

1830年代のアメリカ鉄道業を考察する際には，次の４点を前提条件として押

さえておく必要があろう。

ａ、イギリスにおける鉄道建設

1826年５月に，リヴァプール・マンチェスター鉄道（theLiverpooland

ManchesterRailway）が議会から特許状を得ている（リヴァプール～マンチェ

スター間３３マイル)。1829年１０月には，レインヒル・トライアルでジョージ．

－９－



表４．ボストン・ローウェル鉄道の資本金，建設コスト表３．全米の鉄道営業マイル数
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スティヴンスン（GeorgeStephenson)の蒸気機関車ロケット号の優位性が立証

されている。又，アメリカとイギリスの間の情報伝達も早く，現にこのレインヒ

ル・トライアルにポルティモア・オハイオ鉄道の技師RossWinans，George

Brownが見学者の一員に加わっている(u)。1830年９月に，リヴァプール・マン

チェスター鉄道は，一部の運転を開始している。

ｂ・アメリカにおける小規模な先駆的「鉄道」

蒸気機関車を使用するものではなかったが，アメリカにおいても小規模な先駆

的「鉄道」が存在した。後に，ポルティモア・オハイオ鉄道に影響を与えたリー

ハイ石炭・輸送会社（theLehighCoalandNavigationCompany）は，1823年

までに，統一勾配の路線（９マイル）を使用していた。又，ニュー・イングラン

ドの鉄道，特にボストン・ローウェル鉄道に影響を及ぼしたグラナイト鉄道

(theGraniteRailwayCompany）が，1826年４月にマサチューセッツ州の特許

状を得て設立されていた。この鉄道は，バンカーヒル記念碑のためのみかげ石の

輸送のために設置された，石切場から海岸線の２マイル弱の路線で，馬によって

牽引された。

ｃ・アメリカにおける有料道路・運河の建設（株式会社形態）

1794年に，フィラデルフィア～ランカスター間の有料道路が完成している。

又，1797～1806年の10年間に，ニュー・イングランドでは135の株式会社によっ

て2,547マイルの有料道路が建設されている(12)。更に，運河に関しては，１８２５

年１０月の，ニュー・ヨーク州によるエリー運河の完成（1817年に着工。1820年

より－部開通。全長363マイル。州の運河委員会，運河基金委員会による運営｡）

以降が重要であるが，これ以前にも，例えばニュー・イングランドでは，マサチュー

セッツ州のメリマック河からチャールズ河に至る２７マイルのミドルセックス運

河（theMiddlesexCanal）が株式会社形態で運営されている（1793年に特許状

を取得。1803年に完成)。これら有料道路・運河の株式会社の経験が，後の鉄道

料金規制の前例となっている。

。、鉄道企業の特許状

大陸横断鉄道を別にすると（この場合は，連邦議会)，鉄道企業は州議会の特

許状('3)を得て設立された。個別の立法に拠らない，一般鉄道法は，ニュー・ヨー

ク州の1850年の一般鉄道法（州による特許状付与を原則として禁止）以降の事
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態である（マサチューセッツ州では，1833年から一般鉄道法の動きがあるが，

包括的なものは1855年のそれである)。

Ⅲポルティモア・オハイオ鉄道（theBaltimoreandOhioRaiIroadCompany）

「アメリカにおける最初の現代的意味での鉄道(M)」であるポルティモア・オハ

イオ鉄道がメリーランド州の特許状を得たのは，リヴァプール・マンチェスター

鉄道の特許状取得に遅れることわずか９カ月の，1827年２月である（ヴァージ

ニア州の特許状取得は同年３月で，ペンシルヴェニア州の特許状取得は更に遅れ

翌1828年２月)。ポルティモア商人の出資により，エリー運河開通によってニュー・

ヨーク市に奪われた西部の取引を，ポルティモア市に奪回する意図で設立され，

メリーランド州やポルティモア市も株式を引受けている。

1828年７月に，最初の鍬入れが，独立宣言署名者の生存者キャロルトンのチャー

ルズ・キャロル（CharlesCarroll）によって行われている（７月４日の同曰，

チェサピーク・オハイオ運河［theChesapeakandOhioCanalCompany］の鍬

入れ式がアダムス大統領の出席の下で行われている)。

1829～33年の間は，チェサピーク・オハイオ運河と路線独占権をめぐって裁

判合戦を行っている。例えば，1829年６月に，チェサピーク・オハイオ運河は，

ポルティモア・オハイオ鉄道に対する差止命令を裁判所から得ているし，９月に

は逆に，衡平裁判所長官TheodorickBlandがポルティモア・オハイオ鉄道に有

利な判決を下している('5)。結局，両社の株主であるメリーランド州の圧力で，

両社の妥協が成立し，1840年，又は，チェサピーク・オハイオ運河がカンバー

ランド（Cumberland）までの完成に至るまでは，ポルティモア・オハイオ鉄道

はハーパースフェー（HarpersFerry）以西の路線建設を断念することとなった。

したがって，ポルティモア・オハイオ鉄道がオルゲニー山脈を越えてオハイオ河

畔のホイーリング（Wheeling）まで達成するのは，後の1853年１月のこととな

るのである。1830年５月に最初の区間（エリコッツ・ミルズまでの１３マイル）

が完成した。最初は馬で牽引し，同年８月に蒸気機関車（ピーター・クーパー

[PeterCooper］のトム・サム号）が導入されている。但し，全面的に馬に代替

した訳ではなく，市内での蒸気機関車の使用禁止もあって１８４０年頃まで馬と蒸

気機関車が共存している。
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1834年１２月に，ポルティモアーハーパースフェリー間の８０マイルが完成し

ている。

1835年８月には，ワシントンＤＣ､までのワシントン・ブランチ（３０マイル）

が完成している。

1836年６月に，初代社長PhilipEThomasが辞任し，合衆国財務長官を勤め

たルイス・マクレイン（LouisMcLane）が同年１２月に社長に就任している

(1848年９月まで)。マクレイン社長と主任技師ベンジャミン・ラトロープ

(BenjaminHLatrobe,Ｊｒ.）のコンビの下で，1842年に，カンバーランドまで

到着し，1846年頃から，オルゲニー山脈を越えてオハイオ河畔のホイーリング

まで延長する計画に着手し，実際にホイーリングに到達するのは，前述したよう

に1853年１月のことである。

Ⅳ、ニュー・イングランドの鉄道

ａ・ボストン･ローウェル鉄道(theBostonandLoweIlRailRoadCorporation）

ボルティモア・オハイオ鉄道より３年余遅れて，1830年６月に，ボストン・

ローウェル鉄道がマサチューセッツ州の特許状を取得している。ボストン・ロー

ウェル鉄道は，ボストン～ローウェル間の路線（26％マイル）の独占使用を認

められ－同社の場合，競合関係に入る可能性のあったミドルセックス運河が，

冬季に利用出来ないためローウェルの綿製品の輸送に支障があったため，競合関

係に人ら無かった－，他方，マサチューセッツ州議会へ報告書提出の義務の他

料金の最高限度を規制され（建設コストの10％を上回る利益がある場合，議会

から料金引下げを命じられ得る)，又，建設コストに10％の利益を上乗せした金

額で州が買収（公収）し得る権限を留保されていた。

翌1831年に，マサチューセッツ州議会は，ボストン・プロヴィデンス，ボス

トン・ウースターの両鉄道会社（後出）に特許状を与え，ここにパイオニア３社

が出揃うこととなる。

ボストン・ローウェル鉄道は，1835年に開業した。建設費は，表４（10頁）に

見るように，資本金（つまり株式発行）で賄われた（同社が社債を発行するのは

約20年後)。又，業績は表５に見るように好調で，初期を別にすると，７～８％

の配当を続けている。1835年のボストン～ローウェル間の旅客運賃は１ドルで
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(乗合馬車の料金１２５ドル)，1844年に７５セント，更に1848年に５０セントに値

下げされている。

対象期間から外れるが，1845年に，ボストン・メイン鉄道（後出）がボスト

ンに乗り入れ，ボストン・ローウェル鉄道の路線独占は崩れるのである（競合の

後，1887年にボストン・メイン鉄道へリースされ，独立企業としての存在を終

えるのである)。

ｂ・ボストン･プロヴィデンス鉄道（theBostonandProvidenceRailroadCorpo‐

ratio､）

ボストン・ローウェル鉄道の特許状取得より１年後の1831年６月に，ボスト

ン・プロヴィデンス鉄道は，マサチューセッツ州の特許状を取得している。マサ

チューセッツ州議会は，同鉄道に対して，ボストン・ローウェル鉄道と同様，議

会への報告書提出の義務を課した他，料金の最高限度の規制，建設コストに一定

の利益（同鉄道の場合，７％(16)）を上乗せした金額で州が買収（公収）し得る

権限を有していた。JosiahQuincy社長他，５名の取締役は，全員ボストン在住

の住民であった。

1832年に，シャロン（Sharon）までの１８マイルを完成し，開業している。

1835年に，プロヴィデンスまでの４３マイルの路線を完成している。

ｃ・ボストン･ウースター鉄道（theBostonandWorcesterRaiIroadCorpo-

ration）

ボストン・プロヴィデンス鉄道と同じ1831年６月に，ボストン・ウースター

鉄道がマサチューセッツ州の特許状を取得（ボストン～ウースター間44マイル）

している。マサチューセッツ州議会は，ボストン・ローウェル鉄道と同様，議会

への報告書提出の義務を課した他，料金の最高限度の規制，建設コストに一定の

利益（10％)を上乗せした金額で州が買収（公収）し得る権限を有していた。

1835年に，ウースターまでの路線を完成している。

1839年に，社長NathanHaleが，「我々取締役は，これまで課されていた乗

合馬車や大型荷車の輸送運賃を越えない運賃率，そしてそれは最大の利益額をも

たらすであろうような，いかなる運賃率をも確立する完全な権利を有してい

る。(Ⅳ)」と言明し，競合関係にある乗合馬車等の運賃に配慮した運賃政策（実態

としては低運賃政策）として，開業以来のボストン～ウースター間２ドルから
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150ドルに運賃を引き下げている(18)。この低運賃政策と恐らく密接な関連があ

ることと思われるが，1840年には，配当率が６％を越えない原因を追究する

(株主から選出された）委員会を設置している('9)。

なお，同鉄道は，1864年に，ウエスターン鉄道（後出）と合併して，ボスト

ン・オルバニー鉄道（theBostonandAlbanyRailroadCompany）を設立して

いる。

。、ウエスターン鉄道（theWesternRailroadCo.)(20）

1833年３月に，ウエスターン鉄道はマサチューセッツ州の特許状を取得（ボ

ストン～オルパニー間）している。後の，ボストン・ウースター鉄道との合併と

も関連するが，出資者は，ボストン・ウースター鉄道の出資者と重複していた。

但し，両社の協調関係が，常に維持されていた訳ではない。又，これまでの鉄道

企業と異なって，同社の場合，マサチューセッツ州の支援が，かなり明確な形を

とっている。1833年４月に，マサチューセッツ州議会は，マサチューセッツ銀

行（StateBankofMassachusetts）を設立し，同銀行に，ウエスターン鉄道の

株式１万株を所有させている。

1838年２月には，1837年恐慌下で難渋しているウエスターン鉄道に対し，マ

サチューセッツ州は，２１０万ドルの貸付を実行している。更に，1839年には，マ

サチューセッツ州は，120万ドルの第２回貸付を実行している。このこともあっ

て，1839年１０月には，ウエスターン鉄道はスプリングフィールド（Springfield）

でコネチカット河に到着している。

対象期間を外れるが，1841年に，第３回目の貸付（70万ドル）を受け，翌

1842年にオルパニーまでの路線を完成している。なお，最初の配当（3％）を宣

言するのが1845年のことであり，1864年に前述の如くボストン・ウースター鉄

道と合併し，ボストン・オルバニー鉄道を設立している。

ｅ、ボストン・メイン鉄道（theBostonandMaineRaiIroadCo.）(21）

ニュー・イングランドにおける最長の鉄道システム，ボストン・メイン鉄道は，

複数の州に跨がる鉄道であり，州を越えた場合にどのように特許状を取得するか

の実態を見るのに，やや複雑ながら適している（より明快な形は，次のイースタ

ン鉄道に見られる)。主要地点については図３を参照して頂きたい。

鉄道システム，ボストン・メイン鉄道は，1833年にアンドーヴァー・ウィル
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ミントン鉄道（theAndoverandWilmingtonRailRoadCorporation）がマサ

チューセッツ州の特許状を取得（アンドーヴァー～ウィルミントン間７マイル）

したことがその始まりである。当初の目的は，ボストン・ローウェル鉄道と接続

するためであった。

1835年に，ボストン・メイン鉄道（theBostonandMaineRailroadCo.）が

ニュー・ハンプシャー州の特許状を取得している。マサチューセッツ州内のヘー

ヴァーヒル（Haverhill，メリマック河畔）から同州境までの鉄道と，ニュー・

ハンプシャー州境で接続し，メイン州との州境までがその路線である。

1836年に，メイン・ニューハンプシャー・マサチューセッツ鉄道（theMaine，

NewHampshireandMassachusettsRailroadCo.）がメイン州の特許状を取得

している。ポートランド（Portland）から同州とニュー・ハンプシャー州との

州境までがその路線である。

1837年に，アンドーヴァー・ウィルミントン鉄道を，ヘーヴァーヒルまで延長

する意図で，アンドーヴァー・ヘーヴァーヒル鉄道（theAndoverandHaverhill

RailRoadCorporation）がマサチューセッツ州の特許状を取得している。

1839年に，アンドーヴァー・ヘーヴァーヒル鉄道の資本金を増加させ，名称

をボストン・ポートランド鉄道（theBostonandPortlandRailRoad

Corporation）と変更している。路線をマサチューセッツ州境まで延長し，ボス

トン・メイン鉄道（ニュー・ハンプシャー州）と接続させるためである。

対象期間からは外れるが，1841年に，ボストン・ポートランド鉄道とボスト

ン・メイン鉄道（ニュー・ハンプシャー州）とを統合（合併）する法律がマサチュー

セッツ州で成立し，一定の鉄道（ボストン・ポートランド鉄道，メイン・ニュー

ハンプシャー・マサチューセッツ鉄道，及びtheDoverandWinnispiogeeRR

Co.）とボストン・メイン鉄道（ニュー・ハンプシャー州）とを統合（合併）す

る法律がニュー・ハンプシャー州で成立している。更に，1843年に，ボストン・

メイン鉄道（ニュー・ハンプシャー州）とメイン・ニューハンプシャー・マサチュー

セッツ鉄道，及びtheDoverandWinnispiogeeRRCo.とを統合（合併）す

る法律がマサチューセッツ州で成立し，メイン・ニューハンプシャー・マサチュー

セッツ鉄道とボストン・メイン鉄道（ニュー・ハンプシャー州）とを統合（合併）

する法律がメイン州で成立することによって，ここにニュー・イングランドにお

－１６－
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ける最長の鉄道システム，ボストン・メイン鉄道が正式に成立するのである。

ｆ・イースタン鉄道（theEasternRailroadCo.)(型）

イースタン鉄道はマサチューセッツ州とニュー・ハンプシャー州に跨がる鉄道

であるが，ボストン・メイン鉄道の場合と比較してよりシンプルな形態である。

1836年４月に，イースタン鉄道はマサチューセッツ州の特許状を取得（ボス

トン～ニュー・ハンプシャー州との南境まで）している。

1836年に，セーラム（Salem）まで路線を完成し，1839年には，イプスウィッ

チ（Ipuswich）まで，1840年には，ニューバリーポート（Newburyport)，更に

ニュー・ハンプシャー州との南境までの路線を完成している。

1840年１１月までに，イースタン鉄道（ニュー・ハンプシャー州の特許状を取

得したニュー・ハンプシャー州の株式会社）がポーッマス（Portsmouth）から

マサチューセッツ州との州境までの路線を完成し，同線をイースタン鉄道（マサ

チューセッツ州）にリースしている。なお，対象期間を外れるが，1867年に，

マサチューセッツ州とニュー・ハンプシャー州の両議会は，両イースタン鉄道の

合併を認可している。

以上の鉄道，及びその他の主要鉄道の概要については，表６を参照されたい。

Ｖ・州の料金規制と資本利益率

ａ、特許状における料金引下げ命令権及び公収権

1830年６月のボストン・ローウェル鉄道の特許状第５節には次の文言が記載

されている。

「…しかしながら，もし前記鉄道の完成後４年間の満了時に，運賃（toll）及

び他の利益からの純利益又は［純］収益が，計算の根拠として前記４年間をとっ

て，鉄道のコストに対し１０％を越える額になった場合は，［マサチューセッツ州］

議会は，次の４年間にその余剰を削減するように運賃及び他の利益の料率を変更

又は引下げる手段を採りうる…(函)」

このように，マサチューセッツ州議会は，４年間に鉄道建設コストに対し１０

％を越える利益があった場合（つまり１０％の資本利益率を越える場合)，次の４

年間の鉄道料金の引下げを命じ得る権限を有していた。又，特許状第１節では，

20年を経過後は，鉄道建設コストに10％の利益を加えた額で，鉄道を公収しう
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表６．１８３０年代の鉄道企業

企業名 特許状10(ｲﾘ年(＊開梁年）衡業ﾏｲﾙiii州 備考

1830年（*1835年）

1831年（*1832年）

1831年(*1835年）

1833年(*1837年）

1835年

1835年（*1838年）

1836年（*1838年）

1833年（*1836年）

1832年（*1837年）

ＢｏｓｔｏｎａｎｄＬｏｗｅｌｌ

ＢｏｓｔｏｎａｎｄＰｒｏｖｉｄcnce

BostonandWorccster

Westerｎ

ＢｏｓｔｏｎａｎｄＭａｉｎｅ

ＮａｓｈｕａａｎｄＬｏｗｅｌｌ

Eastern

BangorandPiscataguaRailroadandＣａｎａｌ
ＮｅｗＹｏｒｋＰｒｏｖｉｄｃｎｃｅａｎｄＢｏｓｔｏ、

７
３
４
０
１
５
１
１

２
４
４
４
７
１
７
１

Ｍａ．

Ｍａ.，Ｒ､１．

Ｍａ，

Ｍａ

Ｍａ,Ｍｅ・営業マイル数は1841年

Ｍａ.，Ｎ・ＩＬ

Ｍａ.，ＭＧ

Ｍｅ．

ニ
ュ
ー
・
イ
ン
グ
ラ
ン
ド

R｣.,Conn､1833年にNcwYorkand to、と合併4７ Sｔｏｎｌ

1827年(*1830年）

1828年(*1838年）

*1829年

1828年(*1834年）

1831年(*1834年）

1831年(*1832年）

1832年(*1838年）

1832年(*1834年）

1833年(*1835年）

*1834年

1838年(*1838年）

ＢａｌｔｉｍｏｒｅａｎｄＯｈｉｏ

ＢａｌｔｉｍｏｒｅａｎｄＳｕｓｑｕｅｈａｎｎａ
ＣａｒｂｏｎｄａｌｅａｎｄＨａｎｅｓｄａle

PhiladelphiaandColumbia

Portage

Philadelphia,GermantownandNorTistown
Frankｌｉｎ

ＷｉｌｌｉａｍｓｐｏｒｔａｎｄＥｌｍｉｒａ

ＰｈｉＩａｄｅＩｐｈｉａａｎｄＲｅａｄｉｎｇ

中Westchester
Philadelphia，Ｗｉｌｍｉｎｇｔｏｎ，ａｎｄ
Ｂａｌｔｉｍｏｒｅ

４
８
７
２
６
４
７
５
３
７
８

１
４
１
８
３
２
２
２
７
２
９

１
１

Ｐ ａ
ｄＭ

Ｍ ｄ

ｗ
ｗ
ｍ
ｍ
随
四
囲
鹿
、
四
ｍ
ｍ

運河ＭａｉｎＬｉｎｅの一部

運河MainLineの一部

(WilmingtonandSusquehanna,Ｍａ｢yland
andDclaware，PhiladelphiaandDclawarc
Countiesの三社の合併）

西CumberlandValley
NorthernCentraｌ

ＭｏｈａｗｋａｎｄＨｕｄｓｏｎ

ｌｔｈａｃａａｎｄＯｗｅｇｏ
部Tonawanda

UticaandSchenectady

AuｂｕｒｎａｎｄＳｙｒａｃｕｓｅ

ＬｏｃｋｐｏｒｔａｎｄＮｉａｇaraFalls

SyracuseandUtica

CamdeｎａｎｄＡｍｂｏｙ

ＮｅｗＪｅ｢ｓｃｙａｎｄＴｒａｎｓｐｏｒｔａｔｉｏｎ

ＬａｋｅＳｈｏｒｅａｎｄＭｉｃｈｉｇａｎＳｏｕｔｈｅｒｎ

Ｓａｎｄｕｓｋｙ，Ｍａｎｓｆｉｅｌｄ，＆Newark

Detroit,ＧｒａｎｄＨａｖｅｎ＆Ｍｉｌｗａｕｋｅｅ

1831年(*1837年）

1826年(*1831年）

1828年(*1834年）

1832年(*1834年）

1833年(*1836年）

1834年(*1839年）

1834年（*1838年）

1836年(*1839年）

1830年(*1833年）

1832年(*1834年）

８
６
６
９
４
３
６
３
３
１
１
０
４
３

６
６
１
２
３
７
２
２
５
６
７
６
５
１

・
喝

Ｕ
ｄ
Ⅱ
。

・
Ｗ

Ｍ
Ｍ

Ｄ
ｈ

国
慰
呵
ｗ
ｍ
ｗ
ｗ
ｍ
ｗ
皿
皿
皿
山
吋

ＰｅｔｅｒｂｕｒｇａｎｄＲｏａｎｏｋｅ ｌ８３１年(*1832年）

Richmond,Frederickburg＆Potomac＊1837年

ＲｉｃｈｍｏｎｄａｎｄＰｅｔｅｒｓｂｕｒｇ ｌ８３７年(*1838年）

南Seaboard＆Roanoke＊1837年

ＲｏａｎｏｋｅａｎｄＷｉｌｍｉｎｇｔｏｎ ｌ８３３年(*1838年）

ＲａｌｅｉｇｈａｎｄＧａｓｔｏｎ ｌ８３８年(*1839年）

部CharlestonandHumburg l827年(*1834年）

Goergia l833年(*1837年）
ＴｕｓｃｕｍｂｉａａｎｄＤｅｃａｔｕｒ ｌ８３１年(*1833年）

５
８
９
９
２
６
６

４
５
３
７
５
８
３
１

ｃＮ

ａ
ａ
ａ
勢
Ｃ
Ｃ
Ｏ

Ｖ
Ｖ
Ｖ
Ｖ
Ｎ
Ｎ
Ｓ

C､Ｅ・MacGill,ｅＬａｌ,ｏｐ・Cit・によると不完
全な状態

1838年にLousville,Cincinnati＆Charleston
と合併

114

４４

Ｇａ

Ａｌ．

(注）１．営業マイル数10マイル未満の企業は省略。営業マイル数には一部推定を含む。
２．Ａ１：Ａｌａｂａｍａ，ＣＯ、、.：Connecticut,Ｇａ.:Georgia，ＩⅡ.：Illinois,Ｍａ.：Massachusetts，Ｍ０．：Maine，Ｍｄ.：Ｍａｒｙｌａｎｄ，Ｍｉｃｈ：
Michigan，Ｎ､Ｃ､:NorthCarolina，Ｎ､Ｈ：NewHampshire,Ｎ・』.:NewJersey，Ｎ､Ｙ､：ＮｅｗＹｏｒｋ,０h.:Ohio,Ｒ､1.:Rhodelsland，
Ｓｃ・gSouthCarolina，Ｖａ.：Virginia，Wis.：Wisconsin

３．Ｅ､OKirkland,Ｍｅ几,αtiesa几ｄＴｒα"SportaZio",1948;Ｃ､Ｅ・MacGillct.ａ1.,HisZoDﾉＱ/・Ｔｍ几Spomtio几ｍＺﾉｔｅＵ"iZedSZqZes
６２/br℃'860,1949;ＧＲ・Taylor,７１ﾉte71rα'zSpordaZionReUoJuZiolz,ノ815-/860,1951;鈴木圭介・中西弘次「アメリカ資本主
義の発展と鉄道業(2)」（｢社会科学研究」22-5／6,1971年）；小沢治郎「アメリカ鉄道業の生成」ミネルヴァ書房，１９９１
年，より作成。
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る権限を規定していた。これらの規定は，カークランド氏も指摘しているよう

に(鋤)，パイオニア３社の特許状に踏襲されている。更に，マサチューセッツ州

の先例が踏襲されて，ニュー・ハンプシャー州のボストン・メイン鉄道（1835

年）の特許状でも同様な規制が行われている。

この料金引下げ命令権（最高利益の規制）及び公収権は，結局発動されなかっ

たため，従来は余り着目されてこなかった。しかし，鉄道経営者の側でも，次の

ように考えられており，一定の影響力があったものと推定される。

ボストン・ローウェル鉄道の１８３１年委員会リポートは，「[収益見積り］

58,514ドル…［費用見積り］22,424ドル…使用資本の所有者に対し年６％であ

る，36,090ドルの純利益…(圏)」と見積り純利益36,090ドルを使用資本の所有者

に対し年6％と計算している。又，カークランド氏の指摘によれば，鉄道建設の

エージェント，パトリックＴ・ジャクソン（PatrickTJackson)－彼は，表１

に見るように「ウォルサム型」綿業企業の鼻祖ポストンエ業会社の初代トレジャ

ラーでもあった－が，ボストン・ローウェル鉄道の事業に対し年６％の「少し

のレント」と見積もっているという(麓)。

又，間接的な証拠ではあるが，カークランド氏の指摘するところによれば(幻)，

マサチューセッツ州鉄道委員会の委員長を勤めたチャールズ．Ｆ・アダムスＪｒ．

(CharlesFrancisAdams,Ｊｒ.）は，例えばボストン・ウースター鉄道が早期に

この10％の制約に到達し，１０％の配当を続け，それ以上の改善や競争への刺激

を失った事に象徴されるように，ニュー・イングランド鉄道業の保守的経営の原

因が最高利益の規制に求められるとする見解を表明している。

ｂ・一般鉄道法及び大陸横断鉄道（法）における料金引下げ命令権

クラウス・Ｐ・ハーダー（KrausPeterHarder）氏の指摘によれば，「この［資

本利益率10％を越える利益の規制］条項は，1836年のマサチューセッツ州一般

鉄道法の一部となった。しかし結局1870年に廃止された。(麹)」とされており，

包括的な1855年の一般鉄道法でもこの規制条項が踏襲されていたことを窺わせ

る。更に，対象期間から外れるが，より重要と思われる点は，1862年のパシフィッ

ク鉄道法においても料金引下げ命令権（但し，主体は連邦議会）が次のように踏

襲されている事実である。料金引下げ命令権は，想像される以上の生命力を有し

ていたと言えよう。
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「第18節，更に次のように制定された。合衆国のために為されたサーヴィスに

認められた金額を含む全鉄道及び電信の純利益が，前記鉄道の修繕，及び供給，

運営，並びに管理を含むすべての費用を控除後に，合衆国に支払われるべき５％

[の利益］を除いて，鉄道のコストの10％を越えるであろう時は，もし金額が不

合理であれば，連邦議会はその直後に，運賃率を引き下げ得，法によって同一

[運賃率］を設定・確立し得る。(鋤)」

ｃ・資本金利益率との同一性

後に，「そのような基金［準備金20万ドル］及び適切な減価償却基金によって，

我々は，その鉄道［ボストン・プロヴィデンス鉄道］の純利益を７％に制限でき

る。(30)」と記述されるように，＿定の利益操作の可能性があったことを認めた上

で，先のボストン・ローウェル鉄道の1831年の委員会リポートにも見られ，更

に，次の２つの引用文が示唆しているように，鉄道の建設コストに対する１０％

の利益率（固定資産利益率）は，資本金利益率（又は配当率）と同一と，当時の

資本家に認識されていた可能性が高いのである。

「[マサチューセッツ］州は最高利益を年10％と固定したが，…ボストン・ロー

ウェル鉄道の取締役会は，株主に対して年８％を越える配当率を決して主張しな

かった。(31)」
●●●●●●

「これらの報告書でこれまでに述べられて来たように，株主への配当の最高限

は，この種の準公共財からの公正利益として年10％を越えないことが多分議会

で主張されるであろう。(鍵)」（傍点は引用者）

つまり，表４に見たように，固定資産額＝自己資本額＝資本金額という関係に

あったことから，当時の資本家においては，固定資産利益率＝資本金利益率＝

[資本金］配当率と意識されていたと考えられるのである。より一般化すれば，

鉄道業のように資本の有機的構成の高い産業では，総資産は固定資産と認識され，

総資産利益率は固定資産利益率と認識されていたこと（イギリスの「製造業，商

業，及び海運業に関する特別委員会報告書」［1833年］で海運業のHTannerに

よって固定資産利益率の計算が示されている(麺))，及び，固定資産利益率は，資

金源泉が圧倒的に資本金であったことから，資本金利益率（又は配当率）として

認識されていたことを示唆していると考えられる。

なお，最高料金の規制は，このような固定資産利益率，配当率を規制するとい
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う形態（ニュー・イングランドでは支配的）よりも，マイル当り何セントの料金

(例えば，1828年のメリーランド州の特許状では，南方面へは，トン･マイル当

り１セントの通行税及びトン・マイル当り３セントの貨物運賃，北方面へは，ト

ン・マイル当り３セントの通行税及びトン・マイル当り３セントの貨物運賃が最

高料金(鍵)）という形態が，より一般的であったと推定される。
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